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　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹
　いよいよ風薫る五月である。わが家の庭の草木もようやく芽を付け始め、やがて一斉に黄緑色が彩りを添え、チューリップやつつじが咲き乱れるようになる。もっとも、今は雑草の仲間であるタンポポの花が、コンクリートの割れ目に根を下し、力強く咲き始めたところである。
　ところで、日本のプロ野球の方はセントラルリーグでは広島カープが依然として一位を占め、鯉のぼりの季節までではないかとの予想がどうやら間違っていたのかもしれない。広島の強さは、案外本物になりつつあると思い始めている。投手力、守備力、攻撃力の三拍子がそろっているのが、広島なのかもしれない。少なくとも、同一カード三連敗しないことが重要であろう。それでも毎年、セパ交流戦(24試合なのだが)で流れが大きく変わることもあり、今後の展開をよく見てみる必要がありそうだ。
韓国の海難事故、その原因や責任の解明と共に社会的背景の解明を
　先週、韓国の地下鉄での衝突事故が起き、フェリーの海難事故に引き続いて起きたことに対して、一体韓国はどうなっているのか、と思わざるを得なかった。安全という問題に関して、金儲けのためには安全など二の次だ、という雰囲気があるとも報道されていた。これまで、先進国に追い付け、とばかり経済成長にまい進してきたことが背景にはあるのだろう。
　そうした中で、海難事故の調査が進められる中で驚いたことがある。それは、船長や機関長などこのフェリーの直接の運行責任者たちが、サッサと救命ボートで真っ先に脱出していたという事実である。船長たるものは沈没する時には最後まで船に残り、乗船していた方たちの人命を優先するのが職業倫理だと思っていただけに、儒教の倫理観が残っていると思っていたこともあり、唖然とせざるを得なかった。
　3人に2人が非正規労働者という韓国の実態が意味するもの
　もう一つは、船長が契約社員で不安定雇用労働者であったという事実である。韓国は、日本の非正規労働者比率の2倍すなわち3人に2人という高率に達していると数値は知っていたのだが、まさか船の運航の最高責任者である船長まで非正規労働者だとは思ったことはなかったわけで、職業倫理よりも個人の利害を優先したこともなんとなく解からないでもない気がしてきた。ただ、船の運航というのは、チームワークが重要で、ほとんどの船に乗っている労働者が契約社員や派遣労働ということになれば統制が取れにくくなることは間違いないだろう。
　韓国には儒教による崇高な倫理観があった事実、忘れてはならない韓国青年の英雄的行動を
　もっとも、我々は韓国の若者がまことに倫理観の面で英雄的な行動をとった事実を忘れるべきではあるまい。何年前だっただろうか、東京都内で電車が走り込もうとする中で、線路に落ちた日本人を救おうとして飛び降り、自分の命を犠牲にした出来事があったという事実である。そういう高い倫理観を持った若者がいる韓国で、一体何が起きているのか、今回の事件を真剣に総括・反省して、二度とこんな事件が起きないような韓国社会を作り上げて欲しいものだ。もっとも、同じ問題が日本でも起きないとは限らないわけで、「他山の石」とすべきであろう。
　アメリカの超富裕層、0.1%で世界の富を独占へ、グローバル化の下での格差拡大を何とかすべきだ
　最新のハフィントン・ポストには格差問題が取り上げられ、「0.1%の最富裕層、世界の富を独占」-----世界の所得格差を拡大させる「スーパーリッチ」----と題したコメントが掲載されている。(執筆者はMakwell Strachan氏)その格差の現実についてOECD(経済協力開発機構)が発表した「世界のトップ収入データベース」からの数字を引用している。(資料については最後に掲載しているので参照して欲しい)そのデータは、1975から2007年という30年以上の間に、世界の収入がOECD加盟18か国の間でどのように分配されて来たかを示している。残念ながら日本が掲載されていないのだが、アメリカほど富裕層が恩恵を受けている国はどこにもないことを強調している。すなわち、アメリカではトップ1%の高所得層が過去32年間の所得の伸び全体の47%を占めるようになり、しかも、この中にはキャピタルゲインは含まれないというのだから恐れ入る。1%から10%にまで広げると全体の80%近くを占めるにまで増える。残りの20%の所得を90%の方たちが奪い合いを演じている形になると指摘している。
　アメリカ社会は格差の拡大で市民社会が2分化、2大政党の妥協ではなく、対立の深刻化、決められない政治へ
　ところが、アメリカについては、さらに高額所得層であるトップ0.1%のスーパー・リッチ層を取り上げており、彼らがアメリカの所得全体に占める割合は、1980年ではわずか2%でしかなかったのが、2010年では8%にまで跳ね上がっているという。もはや格差の拡大は、国民の中に大きな分断を持ち込んだものになっており、もともとアメリカの建国の精神と言われている「自立自助」を貴ぶ気風があるにはあるのだが、あまりにも大きな格差に何とかしなければアメリカはおかしくなってしまう、という危機感を抱く人たちが増え続いていることは周知の事実だろう。他方で、共和党内にはティーパーティ運動を進めている人たちもおり、アメリカにおける国民の分断の深刻さは、二大政党制による政治にも大きな影響を与えており、民主党と共和党との間の話し合いによる妥協の余地が難しくなりつつあることが問題視されつつある。新自由主義路線がもたらすものは何なのか、しっかりと見ておく必要がある。
　日本の格差社会の現実、時に女性の貧困に警鐘を乱打すべき時
このように格差の拡大はものすごい勢いで進んでおり、グローバル化の流れが強まった1990年代以降、特に較差が大きく拡大していることは、日本でも指摘され続けてきた。特に日本の場合には母子家庭において貧困層が増え続け、いくら努力をしても貧困から抜け出せない現実に不満が強まってきていることをもっと深刻に知る必要がある。すでに不満を通り越して、政府に対する不信を高めつつあることを知らなければなるまい。
先先週の日曜日だっただろうか、女性の貧困の問題が特集番組で報道されていたのだが、努力しながら生活苦を打開しようとしたり、貧困から脱却すべく働きながら大学に行こうとしても、なかなか生活苦に直面して思うようにいかない現実を見事に放映していたのが印象に残った。世界でも有数な豊かな国になったと言われながら、努力しても報われない国になりつつあるのではないか、という現実を見るとき、自分の過去の努力不足も含め、一体政治家は何をしていたのだろうか、と自問自答せざるを得なかった。消費税の引き上げは、このような実態を改革することに使われるべきではないか、教育という分野が消費税の引き上げと結びついていない事の問題こそ問われなければなるまい。
　少子化対策に本腰を、消費税の引き上げ分の内7,000億円投入
さて、今日は子供の日である。少子化社会になって久しいのだが、民主党政権の時代も含めて、政府としても少子化対策に力を入れ始めていることも確かであろう。民主・自民・公明の三党合意による社会保障と税の一体改革の中で、消費税の引き上げ分の内7,000億円を少子化対策に投入することを決めており、国会での論議の中ではさらに3,000億円増やして1兆円にするよう法案の附則で決議されている。
福祉の切実なニーズにこたえられる政治・行政に転換すべきだ
そうした中で、待機児童ゼロ作戦として安倍内閣は、昨年株式会社による保育所の運営を認めるよう自治体に通達を出し、これまで自治体や社会福祉法人にのみ認めてきた方針が転換し始めたようだ。果たして、営利による運営がうまく機能するのかどうか、不安が残るものの、待機児童を抱えている子育てニーズはまことに深刻なものがあるわけで、供給側の考え方だけでなく、需要側に立った政策転換が求められていると言えよう。特に、この問題に限らず国の基準を作成し、その基準を守らない者に対しては認可しないという発想では国民の求めている要求・需要には応えることができず、待機児童の急増を招いた要因の一つと言えよう。
今後は、公立や社会福祉法人だけでなく、NPO法人などでも地域の実情に見合った内容での展開が可能となるよう、是非とも転換をしてほしいものだ。もちろん、営利企業が入り込むことによる弊害が心配されることも理解できるわけで、その点について利用者の方たちの声をしっかりと把握しながら改革を進めていく必要がある。何を隠そう小生自身も共稼ぎ時代には、無認可の保育所に預けた経験があるのだが、保育所問題の改革は若い人たちにとってまことに切実なものがあるだけに、働く人たちの労働条件や権利を守りつつも、一番重視して欲しいのが待機児童を抱えつつ子供をきちんと預ってくれる保育所のニーズなのだ。
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